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Ⅱ.取組手法
1. カーボンニュートラル

データセンターは、24時間・365日稼働し、その
冷却用設備やサーバー等のICT機器において大量
の電力を消費します。その消費電力量は各産業・電
力消費者の中でも最大級であり、多くのCO2を排
出することとなるため、その電力を再生可能エネル
ギーで賄っていくことが期待されています。カーボ
ンニュートラルに向けた意識の高まりを受けて、デー
タセンター関連企業においては、以下に挙げるよう
な種々の方策を組み合わせていくことが重要になり
ます。

（1） 再エネ由来電力の購入

太陽光発電や風力発電などの再生可能エネル
ギーを電源とした再生可能エネルギー由来電力をメ
ニューとして提供する小売電気事業者から電力を購
入する方法です。これにより、データセンター事業
者・データセンターの所有者は、発電設備等の初期
投資や運営費用の負担なく、CO2排出量が実質ゼ
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ロの電力を使うことが可能となります。小売電気事
業者から電力を購入するだけのため、初期費用もか
からずもっとも簡便な方法ではあります。しかしな
がら、通常の電力代金よりは電力代金が割高になる
ことや、様々なメニューの中から自らの目的、用途
にあったものを慎重に選択する必要があるといった
点には留意が必要です。

（2） 環境価値の調達

環境価値を取得し、データセンターで使用される
電力によるCO2排出量を相殺（オフセット）する方法
です。これにより、データセンター事業者・データ
センターの所有者は、データセンターの使用電力を
実質的に再エネ電力とし、データセンターの顧客に
再エネ由来の電力を提供することが可能となります。
電力分野の環境価値取引制度としては「非化石証

書」、「グリーン電力証書」、「J-クレジット」の3つが
存在します。これらはいずれも再エネ電力が有する
環境価値を証書化し、電気とは独立して取引するこ
とを可能とした制度であり、非化石証書は系統電力
（送電網・配電網を経由する電力）を、グリーン電力
証書とJ-クレジットは主に非系統電力（電力を消費
する側が発電をする自家発電・自家消費分の電力）
を対象としています。

データセンター事業者・データセンターの所有者
としては、データセンターの屋根に太陽光発電設備
等を設置して自家発電・自家消費を行い、当該電力
についてグリーン電力証書の認証を受けることが考
えられます。ただし、資産の流動化に関する法律（資
産流動化法）上の特定目的会社がデータセンター投
資において活用されている場合において、その特定
目的会社によりこれらの環境価値を取得・運用可能
かどうかについては、資産流動化法上の他業禁止
の要請（資産の流動化に関する法律195条1項）等に
より制限され得ることに留意する必要があります。

このほか、データセンター事業者・データセンター
の所有者としては、環境価値証書（特に、系統電力
を対象としており他の証書に比して供給量の多い
非化石証書）を市場で購入することも考えられます。
非化石証書には、現在「FIT非化石証書」、「非FIT
非化石証書（再エネ指定あり）」、「非FIT非化石証
書（再エネ指定なし）」の3種類が存在します。従前
は、非化石証書は小売電気事業者のみが購入可能
とされていたため、需要家は小売電気事業者を通し
てのみ取得することが可能でしたが、2021年11月
に「FIT非化石証書」を対象として需要家による取
引も可能な「再エネ価値取引市場」が創設されたこ
とにより、データセンター事業者・データセンター

FIT非化石証書 非FIT非化石証書
（再エネ指定あり） グリーン電力証書 J-クレジット

対象電源 系統電力
太陽光、風力、水力、地熱、
バイオマス（FIT電源）

系統電力
大型水力、卒FIT電
源等（非FIT電源）

非系統電力（自家消費分の環境価値）
太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス

購入対象者 小売電気事業者
需要家（2021年11月〜）

小売電気事業者
（VPPAに限り需要家） 制限なし 制限なし

購入方法 入札
（再エネ価値取引市場）

入札／相対取引
（高度化法義務達成
市場）

相対取引 入札／相対取引

転売の可否 不可 不可 可 不可

図 1
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の所有者のような電力の需要家が非化石証書を直
接購入することが可能となっています。

（3） 再エネ電力の調達―屋根置き太陽光発電

（自家発電・自家消費／オンサイトPPA）

物流施設や工場といった他の種類の不動産と同
様にデータセンターの屋根に太陽光パネルを設置
し、その太陽光パネルで発電した電力をデータセン
ターに供給する方法です。太陽光発電設備のみで
大量の電力を消費するデータセンターの使用電力の
全てを賄うことは一般的には困難ですが、上記の環
境価値の取得等と相まって、ESGに寄与する手法
として採用されています。太陽光発電設備を屋根に
設置する場合の代表的な方法は以下の2つです。

①自家発電・自家消費 建物の所有者が自ら太陽
光発電設備を保有・管理
し発電まで行う方法

②第三者所有モデル 建物の所有者が発電事
業者に対して屋根を貸与
し、当該発電事業者が太
陽光発電設備を保有・管
理した上で発電を行い、
建物所有者に電気を供給
する方法

この点、資産流動化法上の特定目的会社が特定
資産としてデータセンターの建物を有し、その建物
の屋根を第三者に賃貸した上で、当該第三者が太
陽光発電設備を所有し、発電事業を行うこと（上記
の②「第三者所有モデル」のケース）は、資産流動化
法上特段問題はありません。他方で、特定目的会
社が特定資産としてデータセンターの建物を有した
上で、さらに太陽光発電設備を保有する場合には、
資産流動化法との関係で、特定目的会社は他業禁
止の要請から売電を行うことができないこと、また、
従たる特定資産として太陽光発電設備を所有する
ことになる以上主たる特定資産である建物との一体
利用等の制約に服すること等に留意が必要です。そ
のため上記①「自家発電・自家消費」のケースを検

討する場合には、ストラクチャーと契約書上の工夫
が必要になります。

（4） 再エネ電力の調達―コーポレートPPA

（オフサイトPPA）

コーポレートPPAとは、一般に企業や自治体と
いった需要家が、発電事業者から直接再エネ電力
を購入するための電力需給契約（Power Purchase 
Agreement, PPA）を意味します。データセンター
事業者・データセンターの所有者が発電事業者と
の間でPPAを締結することにより、データセンター
の事業者としては、クリーンな再エネ電力を長期に
亘り安定的に調達できるとともに、電力を売却する
発電事業者としても、新規の再エネ電源の開発が
行いやすくなるというメリット（このような特徴は「追
加性」と呼ばれ、環境を意識する先進的な企業や
RE100のような気候変動対策に関する国際的イニ
シアティブでも重要視されるようになってきていま
す。）があります。データセンター事業者・データセ
ンターの所有者がデータセンターの消費電力を再エ
ネ電力で賄おうとする場合、自ら又は発電事業者と
協力の上、データセンターの建設と並行して、コー
ポレートPPAを前提とした再エネ発電所を開発す
ることが考えられます。
コーポレートPPAは、発電設備の設置場所とい

う観点からは、①上記（3）に記載した屋根置き太陽
光発電の場合のように需要家の需要場所内に発電
設備を設置する「オンサイトPPA」と、②需要家の
需要場所外に設置した発電設備から自営線又は送
配電ネットワークを経由して電気を供給する「オフ
サイトPPA」に区別されます。オンサイトPPAの場
合、発電設備の設置場所が限られ発電設備の規模
も小規模に留まるため、データセンターのように大
量の電気を消費する施設の全ての電力を賄おうとす
る場合には、オフサイトPPAを検討することになり
ます。また、物理的な電気の供給の有無という観点
からは、実際に発電事業者が発電した電気を需要
家に供給する「フィジカルPPA」と現実には電気の
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供給を行わず、発電事業者・需要家の
双方が市場で電気を供給・調達し、差
金決済により仮想的に電気の取引を行
う「バーチャルPPA」に区別されます。
いずれのPPAの方式を採択する場合に
おいても、予め用意された電力需給契
約の約款を用いた小売電気事業者から
の電力調達とは異なり、発電所の完工
が遅延する場合等の再エネ電源の開発
リスクまで踏まえた電力需給契約の交
渉が必要となるため、具体的な案件毎
に慎重な契約の検討が必要となる点に
留意が必要です。
データセンター事業と発電事業を（単

独で、又は再エネ開発事業者との協
業により）一体として行い、データセン
ターの開発それ自体を単体のビジネス
として行うのではなく、データセンター
を開発・運営しつつ、そのデータセン
ターに電力を供給する発電事業を一体
として行う場合、コーポレートPPAを
提供する側においては関連法規制やそ
の採用するコーポレートPPAのストラ
クチャーについて慎重な検討が必要と
なります。まず、コーポレートPPAの
ストラクチャー検討にあたっては、電気
事業法（昭和39年法律170号）上の小
売供給規制、送配電ネットワークの利
用（自己託送）の要件や商品先物取引法
上のデリバティブ規制等に留意する必
要があります。現在検討されているオ
フサイトPPAの代表的な手法としては、
①小売電気事業者介在型（発電事業者
が需要家の需要場所と異なる事業用地
に発電設備を設置し、小売電気事業者
を介して、送配電ネットワークを通じて
需要家に電気を供給する類型）、②自
己託送型（発電事業者が需要家の需要

(1) オンサイトPPA

電力

環境価値

料金

 需要家が発電事業者に
需要場所内の敷地を提供

 発電事業者の費用で発電
設備を設置・維持

 料金は電力及び環境価値
の対価のみ

(2) オフサイト PPA（一例、小売介在型）

送配電
事業者

小売電気
事業者

電力

環境価値

料金

託送料金

 発電事業者が需要場所と
異なる事業用地に発電所を
建設

 小売電気事業者を介在させ、
系統を介して需要家に電気
を供給

 需要家が負担する料金には、
電力・環境価値の対価に加
えて、託送料金や小売電気
事業者の手数料が含まれる

系統

(3) バーチャルPPA

卸電力
市場

小売電気
事業者

電力

環境価値

料金

電力

 需要家・発電事業者間では
実際に電力の取引を行わず、
環境価値のみを取引する

 発電事業者は発電した電力
を卸電力市場等で売却する

 需要家は小売電気事業者
から電力を購入する

 発電事業者は需要家に
環境価値を提供する

 需要家・発電事業者間で設
定した固定価格と卸電力市
場での売電価格の差額を環
境価値の料金とすることによ
り、市場価格の変動によらず
発電事業者の収入を固定
化する

図 2
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場所と異なる事業用地に発電設備を設置し、自己託
送制度を利用して、自己又は自己と密接な関係を有
する者である需要家に対して電気を供給する類型）、
③自営線供給型（発電事業者が需要家の需要場所
と異なる事業用地に発電設備を設置し、自営線を通
じて需要家に対して電気を供給する類型）等があり
ます。

（5） グリーンファイナンス

データセンターの建設・運営資金をグリーンファ
イナンスにより調達する方法があります。グリーン
ファイナンスの手法としては、グリーンローン、グ
リーンボンド、サステナビリティ・リンク・ローン等
がありますが、その中で、グリーンファイナンスに
関するガイドライン等に則ったファイナンスフレー
ムワークの策定、レンダー・（特定）社債権者への温
室効果ガス排出削減量のレポーティング、サステナ
ビリティ・リンク・ローンにおいてはPUE （Power 
Usage Effectiveness＝データセンター施設全体のエ
ネルギー使用量÷IT機器のエネルギー使用量。デー
タセンターにおいて効率的に電力が使用されている
かどうかを表す指標）等をKPIとして金利を変動す
る仕組みの導入等、国内のデータセンター案件でも
少なからず事例として登場してきています。これら
の取組みは海外のデータセンター案件においては日
本に先行してみられていたことに加えて、2023年5
月には、Loan Market Associationにおいてサステ
ナビリティ・リンク・ローンの契約条項のひな形が
会員向けに公表されたことのほか、インパクトファイ
ナンスやトランジションファイナンスを含め多様なサ
ステナブルファイナンスが市場で注目・実践されて
いる近時の動向もあり、今後も国内のデータセンター
に関する資金調達においてもこのようなグリーンファ
イナンスの利用件数は増加することが期待されます。

（6） グリーンリース

グリーンリースとは、オーナーとテナントが協働
し、不動産の省エネなどの環境負荷の低減や執務
環境の改善について契約や覚書等によって自主的に
取り決め、その取り決め内容を実践することを言い
ます。データセンターにおけるカスタマーとオーナー
との間の契約は、オフィスの賃貸借契約で採用され
ることのあるグリーンリース条項とは異なる点が少
なくないものの、一定のベンチマーク指標のデータ
の共有、再エネ電力の活用に向けた協力等データセ
ンターにおいてもグリーンリースとして契約書を作
成する試みがみられます。

（7） ベンチマーク制度

省エネ法（エネルギーの使用の合理化等に関する
法律）におけるベンチマーク制度の改正により、令
和4年度から、データセンター業がベンチマーク制
度の対象事業に追加されました。これにより、対象
事業者はPUEをベンチマーク指標として、定期的
に報告する義務が課せられることになりました。一
定のデータセンターにおいて、エネルギー管理権限
を有するものは定期報告を行う義務を課せられ、ま
た、一定の水準を達成した事業者は省エネ優良事
業者として社名が公表されることになります。なお、
報告義務を負う対象事業者は、該当するデータセン
ターにおいてエネルギー管理権限があるものとされ
ており、データセンターを保有し、顧客にデータセ
ンターの建物・サーバールームを場所貸ししている
データセンターの所有者（ハウジング事業・コロケー
ションを行っている場合）も対象になり得る点に留
意が必要です注1。

注 1
資源エネルギー庁が公表している令和 4 年 4 月「データセンター業のベンチマーク制度　制度の概要」（https://www.enecho.meti.go.jp/category/
saving_and_new/saving/enterprise/factory/support-tools/data/2022_01benchmark.pdf）参照。
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Ⅲ. 今後の期待
上記のほか、消費電力の監視システムの開発や

液浸冷却等省エネの冷却設備の開発、スマートグ
リッドとの接続、蓄電池の活用等技術面でのESG
の取組みも多くみられます。都市部で大規模災害が
発生して機能停止となるリスクを分散すること等を
目的として、データセンターの国内最適配置に向け
て地方分散も推進されているところであり注2、地方
需要への対応のほか、外気や氷雪等の自然エネル
ギーを利用した冷却システムを活用した環境対応型
のデータセンター等地方の特性を活かした取組みも

みられます。再生可能エネルギーの発電所とデータ
センターの一体開発や「追加性」のある再エネ電力
調達の促進も期待されるところです。大量のエネル
ギーを消費するデータセンターにおいては、複数の
手法を組み合わせてESGに挑戦することが不可欠
となります。少人数でのクローズドなJV型でのデー
タセンターの開発だけでなく、外部の投資家も招へ
いしたデータセンターファンドの組成の動きもみら
れるなか、データセンター市場の拡大に呼応した再
エネ事業との連携・ESG投資の発展にも今後期待
されるところです。




